
14:00 - 17:30 

2016 年 1 月 18 日（月）

主催：独立行政法人　国際協力機構（JICA）、大阪商工会議所
後援：日本貿易振興機構（JETRO）大阪本部、在大阪モンゴル国総領事館

会場
※プログラム詳細については、裏面をご覧下さい。

参加
登録

参加ご希望の方は、3枚目の参加申込書をご記入の上、E-mail または FAX で
お申込み下さい。 申込み締切日：2016 年 1月 14 日（木）

～地域総合開発調査（MONDEP）結果から～

⼊場無料

モンゴル ビジネス環境セミナー
〜 モンゴル進出にご関⼼のある企業の皆様へ 〜

モンゴル国における経済・産業政策と回廊型開発の発展可能性について

ハービス・プラザ　5階会議室　8+9+10 号室

　　　　　　ビジネスパートナーとしてのモンゴルと言えば、
人口の半分が集中する首都ウランバートルを思い浮かべる方
が多いと思いますが、モンゴルの地方都市にもたくさんの可
能性が眠っています。MONDEP では、農牧業、鉱業、観光業、
運輸交通業、物流業、都市インフラ分野における地方都市の
現状や課題について、情報収集を行いました。この情報を元に、
本セミナーでは、知られざるモンゴル地方都市の魅力と各分
野における本邦企業の投資促進の可能性について、ご紹介致
します。モンゴルでのビジネスにおける新たな可能性に興味
のある企業の皆様、ぜひご参加ください。

概要

※本調査は、アルメック VPI、エクシディアの共同企業体が受注し
て実施したものです。



会場へのアクセス
J 阪神梅田駅（西改札）より徒歩 6分
JR 大阪駅（桜橋口）より徒歩 7分
JR 東西線北新地駅（西改札）より
徒歩 10 分
地下鉄四つ橋線西梅田駅（北改札）
より徒歩 6分
地下鉄御堂筋線梅田駅（南改札）より
徒歩 10 分
地下鉄谷町線東梅田駅（北改札）より
徒歩 10 分
阪急梅田駅より徒歩 15 分
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住所：　大阪市北区梅田 2－2－22       電話：　06-6343-7350
ハービス・プラザ　5階会議室

モンゴル国における経済・産業政策と回廊型開発 * の
発展可能性について

13:30 ~　

14:00 ~ 14:10 
14:10 ~ 14:15

14:15 ~ 14:40　 

14:40 ~ 15:30 

15:30 ~ 15:45 

16:00 ~ 17:10 

17:10 ~ 17:30 
17:30 

MONDEP 調査団・株式会社アルメック VPI　担当：　大野　奈津
E-mail:  natsu.ohno@almec.co.jp　　　　　TEL:  03-3353-3205　

プログラム

セミナーに関するお問合せ先

〜地域総合開発調査（MONDEP）結果から〜

* 回廊型開発とは：既存の資源やインフラを活かしつつ、戦略的な産業集積やインフラ整備を行い、重要な地域を繋げる開発軸を設ける手法。

受付　※お名刺をご用意ください。　

開会挨拶　　 糟谷　良久（国際協力機構（JICA）東・中央アジア部　課長）
挨拶　　　　チョノイ・クランダ（在大阪モンゴル国総領事館　総領事）
 
総論 : モンゴル国経済現況と持続的発展を支える国土開発の課題について
長山　勝英（JICA 調査団、総括）

主要産業の発展可能性と有力投資分野 （その 1）
① 産業振興セクター 石田　雅之（JICA 調査団、産業振興担当）
② 観光セクター 中川　彩子（JICA 調査団、観光資源・商品開発担当）
質疑応答
 
*** コーヒー・ブレイク　***

主要産業の発展可能性と有力投資分野 （その 2）
③ 交通運輸・ロジスティックセクター　八木　貞行（JICA 調査団　運輸交通担当）
④ 農牧業・農産品加工セクター 齋藤　英毅（JICA 調査団　農牧業担当）
⑤ 鉱業・エネルギーセクター 長山　勝英（JICA 調査団　総括）

質疑応答 
閉会挨拶 JICA 調査団



参加申込書 
 

モンゴル ビジネス・セミナー 
～モンゴル進出にご関心のある企業の皆様へ 

1/18（月） 大阪開催 

 
参加ご希望の方は、以下をご記入の上、E-mail または FAX でお申込みください。 

 

 

申込書送付先： 

株式会社アルメック VPI     大野 奈津 

【FAX】 03-3353-2415    【E-mail】 natsu.ohno@almec.co.jp 

 

 

申込〆切： １月 14 日（木）まで 

 

ご氏名 

 

 

 

会社名・団体名 
 

ご所属 
 

役職 
 

ＴＥＬ 
 

ＦＡＸ  

Ｅ－ｍａｉｌ  

 
※上記の個人情報は各主催団体からの各種連絡・案内（Eメールによる案内含む）等に利用致しま

すとともに、講師には参加者名簿を提供します。 
 


